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第9回 上田市教育行政のあり方を考える有識者会議

日 時 平成１９年１２月２６日（水）午後２時３０分から

会 場 消防会館（中央消防署）3階大会議室

出席者 有識者会議委員

戸田忠雄座長、荒井裕司副座長、斎藤繁子委員、齊藤忠彦委員、佐藤智恵子委員、

中村和幸委員、日比英子委員、廣川岩男委員、福井秀夫委員、堀雄一委員、

宮尾秀子委員、宮坂公子委員

事務局 宮下政策企画局長、宮川政策企画課長、両角政策企画担当係長兼教育政策担当係長 (政策企

画課)、井出総務企画担当係長(教育委員会教育総務課)

傍聴者 一般 ３１人、報道機関 ５人

宮下局長：

皆さんこんにちは。本日は年末で大変お忙しい中ご出席を賜りまして誠にありがとうございます。本

会議につきましては、1月にスタートして以来、本日で 9回目を迎えているわけでございます。それぞ
れのテーマにつきましてこの間熱心にご議論をいただいておりますこと誠にありがとうございます。お

陰様で教育に関するこの地域の議論も高まってまいっております。大変有難く思っているところでござ

います。本会議につきましては、第 1回の冒頭で母袋市長から審議テーマにつきましていくつかお願い
をしてまいりまして、その方向で順次進めてまいってきているところでもございますが、議論が白熱し

たようなこともございまして、一部審議未了の部分がございます。従いまして、この 19年度中にまと
めが出来るかどうかということにつきまして大変難しいという状況でございます。この後、事務局から

今後の会議予定につきましてご説明を申し上げまして、この 3月で締めるのか、又、20年度に一部ま
たがって進めるのかというところについて本日議論をいただきまして、進めてまいりたいと思いますの

でよろしくお願いいたします。

事務局：

それでは本日欠席されている委員のご報告を申し上げます。清水卓爾委員、宮沢怜子委員、お二人が

ご欠席でございます。更に毎度のことでございますが、傍聴の皆様に会議中静粛にしていただくように

お願いいたします。前々回、会議中傍聴席からお声が出て残念な状況がございましたので是非ともご協

力をお願いしたいと思います。私からは以上です。

宮川課長：

ただいま、宮下局長の方からご挨拶の後に申し上げましたように 1月に市長から皆様にご議論をお願
いするにつきまして、市長への提言としておまとめにつきまして 19年度一杯、つまり20年3月を目途
にお願いをしたいということを申し上げ、皆様には 20年 3月までという委嘱の期間でお願いをしたと
いう経過がございます。現在まで多様なご議論をいただいておりまして、お手元の方に有識者会議の経
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過及び今後の予定案ということで先程配布させていただいてございます。こちらをご覧いただければ有

り難いと存じますが、ここにありますように 8回まで現在ご議論をいただいてございますけれども、こ
の裏面の一番最後に、会議立ち上げに当たり市長からご議論をお願いしたい事項といたしまして、大き

な丸で3点掲げてございますけれど、このうち2番目の丸の下から 2番目の黒ポツの幼保小中一貫教育
に向けた課題及びそのあり方についてという点、これは本日ご議論いただく予定になってございますけ

れど、この他に3つ目の丸にあります国、県、市町村の役割と責任ということで、特に教育委員会制度
に関わる課題ですとか、市長部局と教育委員会との所掌事務の見直し、役割の責任という点になろうか

と思いますけれど、このところがまだ議論に入っていないという状況がございます。市長といたしまし

ても皆様から提言をいただいた後、その内容について政策選択をしていく上では重要な要素にもなると

いうことだろうと思っております。前回の会議の最後に申し上げましたけれど年度内 3月までに一定の
まとめをお願い出来ないかとその時は申し上げてございますけれど、今後の予定の中で年明け 1月、2
月と、年度内はあと 2回お願いをして、3月は年度末で中々お忙しいということから、開催は困難だろ
うと思慮されますことから残る期間で只今申し上げたことについてご議論を続けていただいて、その上

で市長への提案書の中身についても委員の皆様にご確認をいただく場が必要になるだろうと考えてご

ざいまして、その点からも、3月までに提言をおまとめいただく、確認いただくということは、これは
時間的に大変厳しい状況であるということで、そこで新年度の 4月以降に任期を延長させていただけた
らということでご議論をいただいて市長への提言というかたちでおまとめいただくについて、 4月以降
も予定案としては 2回会議を入れてございますけれど、2回ないし3回ご議論の会議をお願い出来ない
かということで提案をさせていただいて、事務局の方から対応させていただきたいと存じますけれども

よろしくお願いいたしますが、座長の方でおまとめいただければ有り難いのですが、よろしくお願いい

たします。

戸田座長：

それでは、今の事務局からの提案についてはいかがでございますか。ご意見ありますか。

堀委員：

重要な問題だと思いますので会議の回数ををどこで区切るということじゃなくて、充分議論をして結

論を出すべきだと思いますので、事務局の申し出の通り延長してやっていただきたいと思っております。

以上でございます。

宮尾委員：

私も堀委員と同じで是非延長をしていただきたいと思います。ずっと議論をされてきた内容が学校選

択と教員評価とバウチャー、このへんの議論はとてもし尽くせないほど色々な案が出ていますが、どう

も私もこの頃、市民の方からちょっと聞かれまして、「この会はその 3本柱だけを議論する会なんです
か」っていうふうに見えているようで、そうに言われました。「実はそうではなくてこれから沢山市長

から話して欲しい議論の内容ってあるんだけれど、中々大切な内容が今論議されていて進まない現状が

ある」っていうふうにお話しましたら、「ああそうなんですね」っていうことでどんどんいろんな角度

からやって欲しいっていうふうにも、その他あるんじゃないかということも言われていますので、是非

延長をしていただけた方がいいと思います。

戸田座長：

他にご意見ありますか。どうぞ。

中村委員：
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十分議論するというのは大賛成ですが、まとめのイメージがよく分からないので、それをちょっと確

認したいと思うんですけれども。今、宮尾さんが言われたように、学校評価、学校選択制、バウチャー

制に関しては、議論が対立しているという状況なんですけれども、そういう状況の中でまとめという段

階のために延ばすということはある一定の方向に議論が対立していてももっていくのではないかとい

う心配が、この会の進め方を見ていても心配があるんですけれども、その延ばして有効な議論ならいい

んですけれども、ある一定の方向に結論を導いていくという方向で延ばすんでしたら私は反対です。勿

論、教育のいろんな課題については審議、検証していかなければいけない部分がありますので、本当に

一つのテーマでももっと議論しなきゃいけないということは重々よく承知はしているつもりではあり

ますけれど、ただそういう危惧があるのでちょっとそこを確認したいというふうに思います。

戸田座長：

他にご意見ありますか。どうぞ。

斎藤繁子委員：

やはり十分議論するということは非常に大切だろうと思います。今、中村委員の方からある一定方向

に出すんではないか、多分、私達そんな権限を持っていなくてこの中で、ただ色々な意見が出てきて、

初めてそこから次の行政的とか政治的な施策が生まれてくるんであって、ここで一定の方向ということ

は無いだろうと。いくつかの意見をやっぱり出し合ってその中で一番いい方法を選ぶのは多分、市の行

政の方ですので、地方分権と言われている現在、やはり上田市としてどういう方向でいくのか。どうい

う考え方があるのか。どういうことで対立しているのか、ということをはっきりさせることがこの委員

会の一番の主旨ではないかと思いますので、本当に十分議論を尽くし て、折角、私も委員になったので、

やっぱり議論を尽くして初めて「ああやったかな」と思いますので是非、延ばしていただければありが

たいかなと思います。

戸田座長：

どういうふうにしましょうか。私の方から延ばしてやるとか、任期で終えるということを申し上げる

立場ではないわけですから、それは市の方から私どもは委嘱を受けているわけですから、市のお考えを

お聴きして、そして皆さんのご都合もあろうかと思いますし、私自身も都合がございますので、そのへ

んは何とも言い難いですね。ただ、中村委員の先程の発言は、要するに延ばして構わな いということで

しょうか。それとも辞めた方がいいか。今はどっちか二者択一を市の方からお願いされていると思うん

ですけれど。どういうふうに解釈すればよろしいですか。

中村委員：

十分議論するということで確かに時間が足りないと私も思いますし、それはその通りだと思います。

そういう意味で延ばすということは、それはいいかなと思いますが、最終的なまとめがどういう形にな

るか分かっていない現状で、特に 3点セットと言われるところでは対立しているわけですから、それが
どういうかたちで市長に報告していくか分からないので、そうするとそ のところに一方的なものが入っ

ていくというための時間延ばしだったら私は反対だということです。

戸田座長：

それは全然、中村委員のおっしゃることがよく分からないんですけれど、前回の議事録をよく読んで

いただくと分かるかと思いますけれど、そのまとめの仕方については前回随分議論をしたんですね。そ

うでしょう中村さん。覚えていますか。

中村委員：
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とても失礼な言い方だと思うんですけれど。

戸田座長：

失礼って議事録をよくご覧いただければ分かる。

中村委員：

私も理解はしていますよ。理解して今敢えて言っているわけで。

戸田座長：

だからまとめ方がどうかっていうことを又、議論していると、それで時間がかかるから私は申し上げ

ているんですよ。それで延長するにしても何にしても私の方としてお願いしたいのは、是非、会議の運

営にご協力いただきたいということなんですね。というのは同じ話がぐるぐる回っていて、これも前回

も申し上げました。だから進まないものですから次の議題にも中々進めないという実情があるというこ

とは事実ですね。ですから、むしろこういう進め方は非常に不毛な進み方であるならば、これ以上延長

して出たくないという委員さんの声もあるかもしれない。私自身もそういう気持はございますね。です

からもう少し建設的な前向きな議論をしていただきたいと思います。それからもう一つは、この会議の

そもそもの成り立ちは、これも前回申し上げましたからその都度申し上げていますから繰り返しません

けれども、市長から与えられた一定の議題とミッションに基づいて問題点を指摘したりあるいは提言を

したりするわけですから、全てそれについて否定するということであれば議論する意味自体がないわけ

ですね。ですから当然提言があって、その提言が不適切というかそれに沿って不適切ということで あれ

ば別の提言、あるいは代案を出して、勿論、そうしていただいた方がいいと思います。ですからなるべ

く具体的にそういう代案を反対なら反対で結構ですので、代案を出すというふうに建設的に進めるとい

うことでご協力いただきたいとこういうふうに思います。というわけでどうしましょう。今の大体の様

子を勘案していただいて、事務局の方で、又、個々に委員さんによってはご都合が悪いと、新年度以降

はちょっとというケースもあるかもしれませんので、それを全部一緒に私の方で全員一緒の舟でこのま

まっていうふうに申し上げる権限は私の方には無いような気がするもんですから。

佐藤委員：

私達は市長さんから一人ひとり委嘱されているわけですよね。そこで来年の 3月末まで任期がありま
すよということで、委嘱されて最初から 1年3ヶ月という期間は決まっていたわけですよね。その中で
これだけの内容をやらなければいけないということも最初から決まっていたことです。これはかなり一

つひとつが重要な問題でありまして、これ一つひとつ本当に大変な問題なんですけれど、じゃあ今ここ

にきて間に合わないから会議を延長するということは、これはこの会の運営自体と座長の責任問題にも

なってしまいますよね。正式に市長から私達が一人ひとり延長をさせて欲しいという依頼は受けていな

いわけですから、今ここで延長するかしないかを議論するのはおかしいと思うんですけれども。もし間

に合わない、まだ来年 3月まで任期があるわけですから、これ 2回延長したからといってこの一番重要
な国、県、市町村の役割と責任というものは、議論し尽くせないと思うんですよね。 1ヶ月に1回の想
定ですけれど、別にこれは1ヶ月に1回という決まりがあったわけではないので、もし出来ないんだっ
たら、もっと回数を増やすとかいろんな方法がまだあると思うんですけ れども3月末までには。そうい
うものをもうちょっとご検討いただくべきじゃないでしょうか。

宮川課長：

今、委員の皆さんからいろんなご意見を頂戴いたしました。委員さんからは議論を尽くして、場合に

よっては新年度に入っても議論をするべきだというようなご意見もいただきましたし、只今は 3月まで
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にというお話もいただきました。佐藤委員からは市長からの委嘱ということもありますということもご

指摘をいただきましたので、只今いただいたご意見を事務局としていただきまして、個々の委員さんに

も市長の方からお願いをしているということもございますので、4月以降につきましては、只今の皆さ
んの意見を私どもの方で受け止めさせていただいて、個々の委員さんに任期の延長が可能かどうかを含

めて確認させていただくということでお願い出来たらと思うんですけれどよろしいですか。

福井委員：

今の事務局の方でおまとめになったことで基本的には結構なんですが、一点補足的にご指摘申し上げ

ますと、この委員の委嘱というのは、この合議体を設置する時に個々の委員に対する市からの依頼とい

うことであったわけです。ここのところで、延長するかどうかということについて、市としてもう少し

議論を継続して欲しいという意思がおありだとお見受けしましたので、市から各委員に対するご依頼が

あったと私は理解しました。市長の意思を当然呈しているわけですね。それに対して、合議体で議決を

して全員の任期を延ばす、延ばさないということは、座長のおっしゃる通り本来決めるべき問題でもご

ざいませんから、市として何回ぐらい延長を前提にしていつ頃まで延ばしたいということを各委員に個

別に当たられて、それが是とされる方は引き受ければいいし、そういうことは是としない方は辞任され

ればいい。それだけのことだと思います。個人の意思次第だと思います。

宮川課長：

ただ今のご助言を受け止めさせていただいて、対応させていただきたいと思います。よろしくお願い

いたします。

戸田座長：

その問題は私もそういうことであろうと思いますので、私の方でまとめるというわけにはいきません

ので、これは前回も申し上げたですね。そんなことでよろしくお願いいたします。

それじゃあ議題の方に入りまして、継続議題になっております学校選択の問題と利用券の問題を前半

にやりまして、後半に幼保小中一貫教育に関わる課題等についてということで進めたいというふうに思

っております。それじゃあ学校選択について、利用券についてそれぞれペーパー、資料、その他ご用意

いただきご提言もあるようでもございますので、最初に学校選択について齊藤忠彦委員の方からお願い

いたします。

齊藤忠彦委員：

はい、学校選択についてですが、よろしくお願いいたします。会議が重なってしまって、こちらの方

の会をしばらく休んでしまって大変失礼いたしました。一応、議事録で確認はしてきたつもりですが、

もし落ちがあったりしたらご指摘していただいて、私の話を進めていきたいと思います。昨日、徹夜ち

かくでこの資料を作って、本当はプレゼンで少し格好よく動きなども入れてと思ったんですが、時間の

関係でギリギリ間に合わなくて、今から前の方に投影させていただきますが、一応、資料として 3枚の
資料をA4版ですが皆様方のお手元にお配りしたいと思います。一応、プレゼン形式なもので、先の方
は後のお楽しみではないんですが秘密で進めていきたいと思います。プレゼンの資料では入れられなか

った資料を斎藤繁子さんの方からちょっと回していただいて。これは学校選択制に関わる資料をインタ

ーネット関係で集めたものがありますので、学校選択を現在実施している市町村の資料をホームペ ージ

からとったものです。あと来年度から学校選択制を実施しようとしている富山市の事例紹介の資料を佐

藤さんの方から回させていただきます。あとは学校選択を実施した上でそのデータをアンケート調査と

いうかたちでまとめておられる千葉県の松戸市の教育委員会でまとめたアンケート調査の結果の資料
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があります。これも枚数が多いものでコピーしませんでしたがすいません。これも回させていただきま

す。それでは場を前の方に移らせていただいて。本当は後の傍聴の方にもご覧いただきながらと思って

大きく字を入れれば良かったんですが、小さいところもあって大変申し訳ないんですがよろしくお願い

いたします。

先ず文科省の方向として、これは第 5回目の確か資料7だったか、そのあたりのところにこの文はあ
ったと思うんですが、文科省の方向として市町村、教育委員会の皆様へということで、新たな学校選択

制への取り組みについてという一文があります。その中には「学校選択制の導入については本事例集に

収録された事例を参考に市町村教育委員会において、その方向や効果等について認識し、その是非につ

いて児童生徒や保護者を含む地域住民の意向を十分に踏まえた検討を行うようにお願いします」と いう

一文があります。こういう文言がありますので、全国それぞれの市町村、自治体で検討に入っていると

いう状況ではないかと思います。平成 17年度 3月末の実施状況ですが、新しいデータが私も手に入ら
なくて、ちょっと古いデータですが、学校選択制を実施している全国での小学校は約 8.8％自治体にあ
ると、中学校は11.1％であると、更に検討している自治体も多く現在はこれ以上の数値になっているか
と思われます。2番目に学校選択制の分類ということで、これも文科省のホームページからとったもの
で以前の資料の中にあろうかと思いますが、上の方からご覧いただきまして、「自由選択制」というも

の。例えば市の中で 10校あったらその中から全て 10校にいけるという選択制だろうかと思いますが、
かなり自由な選択です。2番目は「ブロック選択制」ということで、市の中をAブロック、Bブロック
と分けたうえで選択していくものというものであろうかと思います。3番目ですが、「隣接区域選択制」
ということで、現状の通学区は残したまま隣接区については選択が出来るという方法。そして 4番目は
「特認校制」ということで、通学区は残したまま特定の学校についての選択制という方法。そして次 で

すが「特定地域選択制」というのは、通学区は残したまま特定の地域について選択するという方法で、

これは現に長野市におきましては、中心の後町小学校、鍋屋田小学校、山王小学校の特定の地域だけ実

際に選択制ということが実施して行われてきています。その件については後で説明させていただきます。

さて、全国で行われている状況でありますけれども、やはり東京都は圧倒的に実施している学校が多

く、埼玉県、広島県でも実施状況が進んでいるんです。北陸は実施しても、これは冗談かどうか分かり

ませんが、雪が多くてあまり通学に大変で遠くには行けないだろうという話で北陸では進まないのでは

という話が冗談半分にあったようですが、しかし金沢市では平成 18年から、そして富山市の資料をご
覧いただいておりますが、平成 20年から実施の方向で進んでいるようです。導入の可能性が高いのは、
人口規模が10万人から50万人の市ということで、上田市も 16万人ということで一応対象の中に入る
のかなあということでここではあげさせていただきました。

さて、実施したはいいんですが、その結果がどういうことであるかということで、私自身も結果につ

いては非常に気になります。文科省ホームページにもそのデータが掲載されていまして、一応報告があ

るんですが、ただ客観的な数値が少なくて、あまり私自身はどうも納得出来ない部分もあったりします。

そこで私はインターネットのホームページで実際に実施して良かったのか、それとも問題が生じている

のかというところに注目しまして、こちらの方から回している資料のところにデータ等が載っています

が、実際の子ども達はどうなのか、そして保護者はどうなのかっていう資料をちょっと集めてみました。

横須賀市ですが通学区は残しています。あとブロック選択制ということでありますが、中学 校を選択

出来たことについて 6年生の児童、子どもを対象としたものですが、これは実際に行く前ですよね。選
択出来るということについて良かったが 63％、保護者も良かったというのが 66％あります。平成 18
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年度のアンケート調査です。これは横須賀市の教育委員会のホームページでアンケート調査の集計結果

が非常に細かく載っていますので、もし興味がある方々はご覧いただけたらと思います。

次に2番目として千葉県松戸市のものですが、この結果をこちらの方から回させていただいています
が、小、中学校の保護者対象のアンケートで、この松戸市の面白いところは平成 16年の結果と平成 19
年の結果を比べているところです。平成 19年は実施して良いと答えた保護者の方は 85.2％、平成 19
年度は88.9％ということで増えている状況です。これがホームページに載っていたデータで非常に分か
りにくいかと思いますが、下のグラフですね水色のところが良いと、あと良くないというのが僅か上の

方に10数％出ていますが、お手元の資料をご覧ください。
3番目に東京都多摩市の状況です。従来の通学区は残っています。そして各校選択制の受け入れは 20
から40ぐらいの人数で各校によって異なります。これは小学校 5年生の保護者を対象としたアンケー
トということでおそらく中学校に進むにあたって選択制の実施はどうかというアンケートをとったの

だと思われます。約 8割が賛成というふうに記されていました。
4番目に埼玉県草加市の状況です。従来の通学区は残す。私も十分把握出来ない部分もあったんです
が、中学校が選択出来ること、生徒にとって良い 75％、保護者が良い 73％、これは平成 19年度のアン
ケート調査です。

そして富山県の事例ですが、これはこれから実施することなので、アンケートの調査の結果も全くあ

りませんが、市内 26校で実施をします。従来の通学区は残して通学区外からの受け入れは各校で、こ
れは多分学校で希望を出しているかと思いますが、少ないところは 3名しか選択の人数が集まらないと
いうふうに出ていますが、多いところは 33名、どうも33名のところは結構進学に力を入れているとこ
ろのように私は見受けましたが、その資料をご覧いただいてお手元の方に回っているでしょうか、富山

市の私立中学校の学校紹介というパンフレットを作って配布をしているようです。この結果については

今後ゆくえを見たいというところであります。これがパンフレットの表のところでありますが、それぞ

れの学校の特徴が約 2頁ずつ紹介されているかと思います。
さて、県内の状況ですが。県内では先程申しましたように長野市ですでに実施されています。これは

通学区域特例校制度という名称が付いているかと思いますが、後町、鍋屋田、山王小学校の 3校で実施
してきていますが、既にその結果が子ども達の人数で出ていまして、後町小学校は平成 24年で閉校と
いう方向に進んでいるようです。人数が少ないということであります。ただ、これは長野市については

私もあんまり細かいところは分からないですが、3校が中心で多すぎるということで 1校にしていきた
い、当初は確か鍋屋田と後町を閉校として山王に集めるという方針を市から出したんですかね。それが

大分批判が出たようで、そしてこういう方策を長野市であえてとって自然淘汰だというと言葉が非常に

悪いんですが、そういう中で子ども達が選んで結局山王と鍋屋田が残っているという状況になっている

のではないかと思われます。

次ですが、限定隣接学校選択制度、これは多分平成 20年度からの実施だと思いますが、大規模校に
ついての解消ということも含むかと思いますが、隣接学校への選択が可ということで、 市の広報で出さ

れました。私も長野市に住んでいるものでその広報を見て、じわじわと長野市でも進めているなという

印象を受けたんですが、特に中学校関係についても例えば隣接学校に進んだ子どもはそのまま中学校も

該当する中学校に行けることになるようなことが書いてありましたので、中学校もひょっとしたら今ま

でとは変わってくるのかなと。これは私の印象ですので、長野市はどう考えているか分かりません。須

坂市につきましては、通学区の弾力化を一部で検討しているという資料が出ていました。これは新聞と
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ホームページでも出ていましたので、その結果はどうなったかちょっと私も追っていない部分があるん

ですが須坂市でも検討しているようです。県内につきましては、私がつかんでいるところでは 2つの市
だけですが、もし事例がありましたらご紹介ください。

次に見解ということで、見解などというほどのことではありませんが、これは一般論としてこれは上

田市のことではありません。私自身が考えた一般論としてですが、自由選択制は将来的に学校間格差と

混乱を生じさせるため私は反対だなんて書きましたが、一般論としてですが自由選択制は結構厳しいの

ではないか。ただ、現状で多くの市町村で実施されてきている一部選択制、隣接区域の選択制などにつ

いては、検討の余地はあるのではないか。これは理由としては隣接区域で逆に学校が近くなるという場

合もあります。現在、遠くの学校に行っているんだけれど実は隣に学校があってなんていうケースもあ

ります。あと通学区面で隣接の方が本当は安全だとか、友人関係とか、希望する部活動などが中学校の

場合はあるという理由から、これはある意味では中学校の場合は特に有効なことも考えられます。

あと、先程ご覧いただきましたように、現在実施している市町村、自治体では子ども、保護者からも

多くの賛成意見が出ているという事実でありますので、実施方法によっては混乱を招いている自治体も

あろうかと思いますが、多くの市町村では 7割、8割がたは賛成を得られているという現状もあること
をご紹介したいと思って書かせていただきました。

中学校における具体例と書きましたが、例えばこんなことも出来るのかなと。一般論ですが、通学区

は現状のまま残して入学者数の 1割程度、これは1割程度と私がしただけですが、を選択制。例えばA、
B、Cの中学校があって、A中学校が入学者が 120人、3クラスの内 12人程度は選択可。B中学校は入
学者数 160名、4クラスでその内の 16人程度は選択可。C中学校は入学者数 200人、5クラスのうち
20人程度が選択可というような方法で一部選択制というのは実施可能であろうかなと。これは一般論で
す。

さて、上田市についてです。ここからが本題でありますが、現在この委員会でも従来の通学区から改

め学校選択制についてはどうかという検討をしております。そして前回までの報告書を私自身も拝見す

ると賛成という積極的に進められる方と明らかに反対だということで意見を出される方と本当に 2つに
分かれているような感じがします。このままでは本当に方向が 3月までに出せるかっていう先程の意見
でもありましたけれども、私自身もどうなのかと思うんですが、実はここには私自身の考えですが、実

際の子ども達や保護者や教師がどう考えているのか、現在上田市の学校に在籍している子どもですが、

その意見が実はこの委員会の中では十分に論議されていないのではないかというふうに私は感じてい

ます。最初に母袋市長さんが生活者起点というキーワードを出していただいて、その立場から論議して

いただきたいということで私達この論議に入っているわけですが、実は生活者である子どもの声も保護

者の声も一部の声は聞こえてきているかと思うんですが、全体的にはどういう声があるのかということ

について、実態把握が出来ていない状況であるというふうに私は感じます。あとは上田市の教育の理念、

これまでの歴史と今後の展望、これらを含めた上で実態を把握して現在の保護者、現在のというのは私

も一応子どもが小学生で小さい子がいますが、段々世代が変わってきていますので、現在、これからま

た上ってくる子ども、そして保護者はどう考えるのかということを元にやはり論議しなければ将来の上

田市の教育については十分論議出来ないだろうと。

そこで提案ですが、混乱を招くような提案ではいけないんですが、教育委員会で検討しなさいという

文言が文科省からも出ていますが、上田市教育委員会の中に、もし学校選択に関することであれば、学

校選択に関する、それに特化した内容の委員会をやはり設置しなければ、先に進むことは出来ないので
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はないかなと私は考えます。名称としてこれは勝手に付けたものですが、「学校通学検討審議会」なん

て書きましたが、このような委員会を設けて慎重に論議する必要性があろうかと思います。

先ず第一に子ども、保護者、教師を対象としたアンケート調査の実 施が必要かと思います。あと上田

市の教育理念がその中に入ってこないといけないと思います。その上でこの学校選択制については、本

当に上田市にとっていいものなのか、それとも上田市にとっては厳しいものであるのかということを結

論を出していく一番大事なところを論議しなければならないというふうに思っているんですけれど、ま

とめということで最後にダラダラと書きましたが、一応確認させていただきます。「学校選択制は全国

で1割以上の自治体で実施されており、県内でも長野市などで一部実施されていると。上田市において
はその導入が適切かどうか学校通学区域検討審議会仮称を設置し、先ずは上田市内の学校に通学する子

どもや保護者、教員を対象としたアンケート調査を実施するなど、市民の声に耳を傾け、上田市の近未

来の教育理念を展望しつつ慎重に審議すべき。」ということで私の提案、そしてまとめとさせていただ

きたいと思います。

教育バウチャーについては、これは余計なことを書いてしまいましたが、私は基本的には上田市単独

で、教育バウチャーの程度も色々あろうかと思いますが、極端なバウチャー制度を導入していくことは

混乱を招くのではないかというふうに考えております。貴重なお時間を頂戴いたしましたが、私の意見

を述べさせていただきました。以上になります。

戸田座長：

はい、ありがとうございました。どういうふうにしましょうかね。学校選択制とバウチャーと両方、

ご提言とご意見をいただいたわけですけれども、このペーパー全体について質問なり、ご意見をいただ

くということでよろしいですね。斎藤繁子委員の方のペーパーを先にやって一緒でよろしいですか。

斎藤繁子委員：

それではペーパーをお配りしたと思います。この前の前の会議の時に私はバウチャーのことで一旦提

案をさせていただいたんですが、只今、齋藤忠彦先生がおっしゃられたように結構バウチャーというこ

との概念といいますか、これはまだ一般的ではなくて、多分どの様なかたちで用いて、どの様なふうに

するのかなというところで、実際に運用する方達がきちんとした目的とかそういうものが分からないと

結構混乱するんではないかなという懸念はかなりありますし、異論もございますし、国の方もちょっと

曖昧な、今日、新聞をご覧になるとお分かりのような感じになっていると思います。ただ、今回提案を

させていただきましたのは、実は一番懸念したことは、不登校児等が非常に多い上田市が他の ところと

違って多いという数字が前の会議に出ていました。それともう一点ですね第 4回に浅井さんがここでご
指摘いただきましたように、外国籍児童の教育問題、これは多分上田地域では他のところとちょっと違

ったかたちで結構特徴ある地域だろうと思います。この 2つの観点からここが一番私は問題だろうなと、
上田市にとってはこれからも問題になるし、そこのところをきちんとおさえてないと、やはり社会的に

歪みが多くなった中でどうしようもない状況に陥る可能性があるなということを前から懸念をしてい

たものですから、そのへんで 2番目の学校利用券の福祉的活用の検討というのを特に上田市においては
重要ではないかなということで、お読みいただければ分かると思うんですがこのようにさせていただき

ました。ここでも書きましたようにアメリカがバウチャーを取り入れた時の一番先の導入目的は、多分、

あそこは人種問題とか色々ございまして、外国籍の方達がアメリカに入ってくるということで、低所得

者家庭に生まれた学習者の確実な教育が出来なかった。これは経済的な理由だと思うんですが、それと

色々な事情があってそういうようなことになったと思うんですが、そのところを何とか光をあてて一応
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皆さんどなたでも学習権があるんだということ。特に教育の問題においては重要なことだと思いまして、

そこへ光をあてるようなかたちでこのバウチャーということを研究したらいかがでしょうかというこ

とが2番目に書いてありますけれど一つです。
それから今、児童、生徒数の減少ということが非常に言われていますし、原因がこれだけではないと

思うんですけれども、実際、私の子どもの世代なんですが、何人かにお聞きしますと、「これ以上子ど

もを産んだらお金がかかっちゃってとてももう 1人は産めないよ」と、それから「せいぜい産んでも 1
人か2人ね」っていうようなことが非常に多く聞かれます。私は 4人孫がいるんですけれども、欲しい
んですけれど、嫁に行った娘なんかも「もう 1人でいいよ」というような感じ。何故って言うとやっぱ
り自分の子どもにかかる教育費のことを考えると中々踏み込めない。産もうとしない。というようなこ

とも何人かの方からお聞きしました。これは本当は多分インターネットでも出ているんですが、統計を

ここへお出しすればはっきり分かると思うんですけれども、出産適齢期の男女が何故子どもを産まない

かというアンケートの中の一つとしてこういう現象が出ています。実 際に長野県はそれほどじゃないん

ですが、都会におきまして私立と公立の格差、これはかなりなものでして、私立では結構学校の幼小中

高の一貫教育、それから学校自体で理念をきちんと前に出して、それに合った生徒を特殊教育をすると

いったらおかしいんですが、いい面では、例えば有名私立に入れるようなかたちで競争させて勉強させ

ます。必ずそうさせますというようなこともございますし、ある特殊な才能を伸ばしますというような

かたちの私立高校というか私立小、中、高もございますので、そこへ例えば非常に特殊な能力のある子

が行きたいと思いましても、経済的な理由でそういう期待が奪われるというような状況もあります。こ

れは多分長野県ではないからいいよということじゃなくて、これから益々そういう傾向になるのではな

いかなということがありますので、先ずそこの点も一つ考えて児童、生徒数の減少ということの一つの

歯止めではないか、学校選択と多分バウチャー、究極なバウチャーはそうになるんではないかなという

ことで、どういうかたちでしたら食い止められるのかということをバウチャーが全部駄目だよというこ

とじゃなくて、ご検討をいただいてこういう状況だったらどうでしょうかというよ うなご意見が出てく

るとありがたいかなと思います。

あと3番目なんですが、先程の地域限定の学校選択ということと組み合わせながらこのバウチャーと
いうのも一部地域で実行したらどうかなというのが提案です。今回、菅平で小中一貫教育、これからも

次のテーマで幼保小中の一貫というようなこともこれからテーマになると思うんですけれども、一応、

菅平でもそういう試みがなされていますので、そんなことも合わせながらこのバウチャーをうまく活用

出来ないか。特に私が一番懸念していますのは、ドーナツ化現象ですね。市内の子ども達が非常に少な

くなってしまって、先程も長野市の場合、後町小学校ですよね。ドーナツ化現象のあれですよね。そう

いうようなことで、逆にまちづくりという面から非常にこれは懸念されることだろうと私は考えていま

す。旧市内の人口が減少してしまう。それから子ども達がいなくなる。いわゆる歴史の文化の伝統とい

うようなことも合わせたり、市そのものの力というかそういうものの結集すべき一番の中心地がそうい

う状況だということは一つの懸念材料です。これを上手くバウチャーと学校選択を合わせて一つの市の

政策として組み入れられないかというようなことをちょっと考えまして、一応バウチャーということを

毛嫌いするんではなくて、どうしたらこれを上手く利用して市が活性化するとか教育の面で活用出来る

かというようなご議論をいただければ嬉しいかなと思いまして提案申し上げました。

戸田座長：

はい、ありがとうございました。両斉藤委員でございますけれど、齊藤忠彦委員の方からは主として



－11－

学校選択について、テーマの方でかなり詳しく具体的なご提案といいますかご提言で、学校選択につい

ては色々問題があるから、齊藤忠彦委員の考え方としては、限定的な使用ということがありうると、そ

のことについてはある種のご提案を含んでいると、こういうふうになりますが。それともう一つはそれ

についてはリサーチをして学習者側の意向をリサーチしたりして、いわゆる検討委員会みたいなものを

つくることもどうかという、そういうご提言も含まれていたと思います。ただ敢えて申し上げれば、教

育バウチャー（利用券制度）については否定的であるとこういうことだと思います。

それから斎藤繁子委員の方は、主として学校利用券制度（バウチャー）について限定的な活用の仕方

があるのではないかという点。3点ほどおあげになりましたけれど、1つはいわゆる福祉的な用法とい
いますか、教育上の弱者といいますか、いろんな意味でハンディをしょっている人達に対する特別のケ

アをバウチャーを通じて行うことが出来るのではないか。もう 1つは、これもやはり地域限定的にやっ
て、特に地域の活性化のために逆に利用券制度の活用というものが非常に生きていくと、そういう可能

性を秘めている。それからもう 1つは不登校の問題ですね。あと少子化の問題がありましたね。私がま
とめるとかえってややこしくなりますので、今のお 2人のペーパーとご意見に対する質問とご意見。本
来は学校選択の問題と利用券の問題は違うわけなんですが、特に学校選択は現行法制上、既に行われて

いるところも沢山あるわけですし、これから取り上げるところもあると思いますので、これははっきり

分けた方がいいと思うんですけれども、時間の節約もあって今まで一緒に議論してきちゃったようなと

ころがございます。一応、ご意見を分けていただくとありがたいと思いますが。例えば、先程の齊藤忠

彦委員のように学校選択制の限定的な活用については提言する。けれど教育バウチャーについては反対

だと。そういうふうに両方はっきり分けてご意見をいただけるとよろしいかと思います。何か補足がご

ざいますか。よろしいですか。それじゃあどうぞ。

廣川委員：

齊藤忠彦委員の提案についてよろしいでしょうか。最初にちょっと質問があるんですが、一番最初の

文部科学省の方針の小学校 8.8％、中学校 11.1％という数字から更に最近ではもっと増えているだろう
というところは分かりますけれど、いわゆる次の学校選択制の分類でいきますと、齊藤委員の分類で 5
つあるわけですよね。これを全て含めて 8.8、あるいは11.1という数字があげられているのかどうかと
いうことなんです。実は例えば自由選択と隣接区域選択制というのは、全くと言っ ては誤解があると思

うんですが、発想が違うんですよね。通学の利便性について言うと、自由選択の方はそういうことを考

えていないんです。例えば隣接区域選択制は、やはり通学の利便性ということから行われ始めてきたの

ではないかと私は解釈するわけでありまして、私の誤解なら申し訳ないんですが、今まで議論してきた

内容はかなり自由選択制に偏った議論がされてきているんじゃないかということなんですよね。そこの

ところを今日はっきりさせていきたいということが一つでありますし、長野市のこの 3つの後町、鍋屋
田、山王の関係、やはり統合問題という一つの問題が起こってそこから一つの解決策として選択制が生

まれてきたというふうに私も聞いております。そのへんでいくと、ここの前に議論されてきたところと

はやや違っているところがあるのかなとこんなふうに思っています。ですから自由選択制とその後のブ

ロック、それから隣接、それ以外の 4つとは分けて考える必要があるのではないか、こんなふうに思う
わけであります。以上です。

齊藤忠彦委員：

今、ご指摘いただいた通りであります。先ずその数値ですが、文科省の小学校 8.8％、中学校 11.1％、
これは全部含めての数字あろうかと思います。私も廣川委員の方からお話をいただいたように自由選択
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制とその下のものとはちょっと内容が異なります。私は先程もちょっと申しましたように自由選択制に

ついては、やはり色々な混乱を招くことが考えられますので、これは基本的には上田市の状況において

は検討の余地は、私は基本的には無いと。ただ隣接区のことについては、通学の利便性ということ、あ

とは中学校だったら部活とかそういうことも含めて検討する余地があるだろうということで、今、ご指

摘いただいた通り私も分けて検討すべきだと思います。そんなことでよろしかったですか。

戸田座長：

今の廣川委員のお話の中でちょっと誤解があるんですが、この会では自由選択制とかブロック選択制

とかその他限定的な選択制と分けては一切議論しておりません。議事録をご覧いただければ分かる通り、

自由にいわゆる選択制として一括しているわけですね。ですから今のように限定的な学校選択について

ご提言いただくのは具体的で有り難いことですし、むしろそういうふうな議論の仕方を私の方では望ま

しいと思っていたわけですけれど、最初から枠をはめて学校選択については自由選択だとか限定選択だ

とか隣接区を認めるとかいうようなスキーム（枠組み）を座長の方で勝手につくって、それに当てはめ

て議論を誘導したということは一切ないんです。ですから今初めて逆に限定的なそういうご定義をいた

だいたとこういうふうにご理解いただきたいと思います。元々学校選択制というのは自由選択制という

のは、極端に言えば日本中選択出来るということですから、完全な自由選択制というのは現実には無い

わけですね。ですからそれは当然、地域限定ということになると思います。それからもう一つ問題はそ

の学校選択制の一番の背景は行政の方で一方的に決めるのがいいのか。仮に決めてもそれは学校で学ぶ

者、学習者側の意志をどこまで尊重していくかと。この折り合いをつけるという問題でこの限定選択制

とかそういうのが出てきているとこういうことだと私は理解しています。そういうわけですから、これ

は私の方で決して自由選択制を前提とした話ではないということはご理解いただきたいと思います。ど

うぞお話を続けてください。

宮坂委員：

齊藤忠彦さんの方に質問です。今の学校選択制ですけれども、ここの 2頁のところに2番の松戸市の
方は、これは通学区は残して、そして隣接区域の選択で良いというのが 85.2％とか88.9％とかっていう
のは、これは理解出来るんですね。大事なところは私はその下の埼玉県の草加市のところで、通学区は

今までの通学区は残すけれど、自由選択した場合の生徒の方の良いと答えているのが 75％とか、保護者
が73％とかいっていう、この良いというところは多分自分に都合のいいところだったから良かったとい
うように理解出来るんですね。問題はそうじゃないって思っている残りの％の理由というのが、今、齊

藤忠彦さんの方で回していただいたあの中に入っていると思うんですけれどもね、ちょっと沢山ですし

時間がということで読ませていただかなかったので、ちょっとお聞かせいただければ検討する観点がよ

りはっきりするかなと思います。

齊藤忠彦委員：

今、大事な点をご指摘いただきました。草加市について、これは平成 19年度のアンケートで入学す
る中学校を選択する制度を導入されたことについてどう思いますかというアンケートで、選択出来るこ

とになったことは良いと人数でいくと生徒が 1,387人、保護者が1,223人ということで、割合でいうと
生徒が 75.14％とこっちは出ていますが、保護者は 73.45％ということで出ています。それ以外の方に
ついての意見ですが、今まで通り住所によって決められた方が良いという項目を選択された人は生徒の

割合でいくと5.96％、保護者は6.61％です。どちらともいえないという人が生徒の割合でいくと 18.91％、
保護者だと 19.94％です。どちらともいえないという方の理由については、このデータからは読み取れ
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ないので今後の参考になります。いずれにしてもそういうデータが出ているという事実を出来るだけお

知らせしたわけです。

中村委員：

中学校が選択出来ることが良いというが 70％を超えているというのは分かりました。それで良いとい
う理由かなんかは書かせてあるんでしょうか。というのは、長野県でも高校の通学区を検討する時に感

覚的に色々な高校を選べるからいいっていうふうに答えた生徒も多かったんですけれども、その良いと

いう理由は書かせているんですか。もしあったらちょっと聞かせていただければありがたいというふう

に思いますが。

齊藤忠彦委員：

今の草加市の例でみると記述式で書いてはないみたいですが、その次の質問で入学する中学校を選択

した理由は何ですかという問いについて割合が多いものからご紹介すると、1番目に指定された通学区
域の学校だったから。これは多くの生徒が殆ど指定された通学 区域に行きますのでそういう割合です。

生徒でいくと 21％ですね。あと小学校の時の友達関係からというのが 23.6％、自宅から近い学校だっ
たから 22.4％、あとは兄や姉が通学していたからが 12％ということで、これは他の地区でもやはり小
学校の時の友達関係とかあと自宅から近いとか中学校の場合だと部活動とかその 3つが上位にきていた
ように思います。これはあらかじめ設定された項目なんで、自由に書いたものではありませんけれども、

そのようなデータが出ています。今のデータは複数解答可ということでありますので、いくつでも解答

出来るのでその割合については何ともいえない部分もあります。

中村委員：

もう一つ質問なんですが、生徒と保護者の声は載っているんですけれど、教職員の声というのはある

のかっていうんですけれど、その例えば選択して教育効果は上っているのかというのが私は一番心配と

いうかそういうのを持っているんですけれど、例えば今だとちょっと学校に来れない子どもがいると、

近くなもんですから家庭訪問をしたりとか、そういう活動出来ますし、それから通学路の安全確保なん

かも地域の方達がやってくれてたりするので、地域があるとそういう教育効果的には非 常に教職員側か

ら見るといいところというのはあるんだけれど、教職員の声というのはここではとっているんですか。

もしあったらお聞かせいただければありがたい。

齊藤忠彦委員：

私が見た限りで教職員のデータがなくて、私も知りたいなというふうに思っていたところであります。

私が見た限りでは残念ながら無かったですね。

戸田座長：

他に、どうぞ。

日比委員：

学校選択制についてなんですけれど、平成 16年度から文科省の方から学校選択制をする提案を提示
されたということで、東京都の方では非常に積極的に取り入れているようなんで すけれど、果たして上

田市の方で学校選択ということをよくご存じの方がいらっしゃるかということなんです。それが一番の

問題だと思うんですけれども、正直申し上げまして私にこの機会を与えていただきまして、この場の会

議に出るようになってから深く考えるようになったというプロセスなんですけれど、学校選択制という

ものの理解をされていないのではないかと思うんです。ご存じの方はご存じですけれど普通の保護者の

方って本当に知ってらっしゃるのかしら、深く考えてらっしゃるのかしらということが非常に疑問です
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ので、アンケート調査、子どもや保護者、又、教師に対してのアンケートというのは非常に大事なこと

だと思いますので、是非、来年度の 4月に備えてのアンケートを早急にやっていただきたいなというの
が希望であります。

戸田座長：

はい、どうぞ。

宮尾委員：

日比委員の今、アンケートはいいんではないかというご意見ですが、私もそれは大切なことかなと思

いますが、アンケートをとる場合は、やはり選択制について説明というものをアンケートと共に付けて、

又、各市町村とか、例えば、ここに書いてある松戸市ですとか、富山市ですとか、そのへんの事例も入

れながら、この学校選択制には今のところこの 5つの部類があるとか、そのへんももしアンケートをと
る場合でしたら、入れてアンケートをとらないと、良いんですか、悪いんですかって、いいとか、悪い

とかなってしまうと、分からないで良い、悪いということで、そのアンケートが有効に働かない場合も

あるんではないかなあというふうに思います。ただ本当は選択ということというのは、実は憲法で補償

されている学校というのは学習者主権でありますし、学ぶ者の権利として選択というものは本当はある

べきものなのに、今まで公立学校に関しては選択の余地がないということで 47年間の間には無いとい
うことで生きてきたので、それが当たり前のように思っていますが、本当は選択というのは出来て、も

しかしたら当たり前なのかなあというふうにも思いますので、選択制、いろんな角度で検討していくこ

とは私達にとっても自分の権利を保障されているような気がします。さっき廣川委員がおっしゃってい

た偏っている議論ということをおっしゃっていましたが、戸田座長の方からもそうではないというふう

にお話がありました。私も前回の有識者会議では特に上田市にとってどの様なものがいいのかをご議論

をいただきたいと座長からお話がありまして、上田市全体で見るのか、それとも本当にブロックに分け

てやるのがいいのか。特に今回、齊藤忠彦委員が具体的に出したこの 5点に関するような話し合いをし
たいという座長のお話がありましたので、本当に今日、良かったかなあと思いますし、そういう偏った

議論をしようというのではないと私は思います。

斎藤繁子委員：

私も宮尾委員と同じなんですが、学習者主権ということから合わせると、やはり選択ということは重

要だろうと思います。先程、廣川委員がおっしゃられた長野市の状況ですけれども、後町小学校 24年
に廃止というのを、私新聞を読みました時にこれは上田市も絶対くるなというようなことを思いました。

むしろ積極的にこういうことが逆にない、要するに先程もちょっとバウチャーのところで申し上げまし

たけれど、中心の非常に歴史のある学校を統一させるということがどうなのかなとちょっとその懸念も

ございました。ですから、選択ということの非常に積極的な運用といいますか、折角ブロックごとで考

えたり、やはり議論を尽くしてどういうやり方がいいのかというような、教育面とはちょっと違うのか

もしれませんけれども、そういういわゆる地域運営、地域って何だってこの前か ら言っていますけれど、

私は学校へ通ってくるところは地域だろうと地域限定をしていたんですけれど、そんなようなものもや

はり必要じゃないか、積極的な意味で選択というものを上手く使いたいなと、そんなふうに考えました。

戸田座長：

はい、どうぞ。

中村委員：

それで上田市に検討審議会をつくるという提案なんですが、やっぱり理念がうんと大切かなというふ
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うに思っています。長野市の場合には今、おっしゃった通り伝統ある小学校が無くなって、最終的には

学校選択によって無くなっていくんですけれども、上田市にもやはり先程の指摘のよ うにドーナツ化現

象で、児童、生徒が少なくなってきている学校がありますね。そういう統廃合の検討というのは、行政

の立場からすれば経済性ということを考えれば、それはいつか検討してくるだろうというふうには思う

わけで。ただその時に地域がしっかりしていて、地域の学校を守ろうという運動があれば守られている

というのが長野県の状況だなあと思います。だから、学校を大切にする上での検討審議会ならいいんで

すけれども、場合によったら学校を無くすためにそういう学校選択制を取り入れて、子ども達や保護者

達が選ばなかったという理由で無くなっていくという可能性があるのでそこは理念がうんと大事では

ないかなというふうに思います。

戸田座長：

ちょっと私ご意見を申し上げますと、この会議自体は学校のあり方というよりは、市長からの委嘱の

通り生活者起点ですから、学校で学ぶ者の立場に立ってということですから、学校にとってと、今しき

りにおっしゃったけれども、学校にとってじゃなくて、学習者にとってどうかという点から議論してい

ただきたい。学校にとってとか、教職員にとってということではないというふうに思います。それは従

来の教育行政的な発想ですから、そういう教育委員会ないしは教育行政的な発想ではなく全く違う生活

者起点という発想から議論をするためにこの会議がつくられたというふうに理解していますし、ですか

らその点ちょっと考え方がよってたつところが違うんじゃないかというふうに私は思います。

中村委員：

私は子ども達の側から見て、あるいは地域や保護者の側から見て児童生徒がドーナツ現象で少なくな

っているからといって学校を無くすというのはよくないというふうに、だから子ども達の側から見ても

そうだという意味で、ただし行政というのは経済効率の立場からすれば学校を無くしていくという、一

方ではそういう考えの人もいるわけですから、だから慎重に検討委員会を設ける場合にも理念が大切で

はないかなとそれを言いたかった。つまり子ども達の側からとって、保護者や地域にとって学校という

のは大切だと、そういう理念にたった上での検討ならいいということだと思います。

戸田座長：

じゃあその会議のよってたつ立場と視点からならいいということですね。行政の立場じゃなくてね。

中村委員：

ただ、行政の立場も色々ありますけれど、普通行政というと税金を使わずに経済性を優先する部分が

あるので、でも子ども達や教育というのはやっぱりお金がかかる部分て確かにあるんですね。そういう

子ども達や保護者や地域の側から考えるということがうんと大切だと、その点では同じだと思いますが。

戸田座長：

それでは、はい、どうぞ。

福井委員：

今の最後の論点に関してですが、学校が存続されねばならないと中村さんがおっしゃるのであれば、

それは諸外国のどこでもとられていない特殊な考え方です。学校選択をするということは、選択されな

かった学校が存続出来なくなるという緊張感を強いられるから意味があるのです。現にオランダでは、

200人をきれば統廃合どころか消滅させねばならないという厳格な憲法上の規律があるわけです。そう
いう議論も含めて考えなければいけないわけで、学校はとにかく存続させねばならないという前提に立

った選択制であれば、それは選択制として何の意味もない可能性が非常に強い。そういう場合にどうす
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るのか。勿論そこに通っている子ども達をどう吸収するのか、あるいは過渡的な措置なり暫定的な統廃

合のプロセスについて色々な激変緩和の措置はあるでしょう。しかしとにかく誰にも選ばれないような

ひどい教育をしている学校を残さねばならないとしたら、そんな学校が残ること自体が市民の 迷惑だと

考えるのがむしろ諸外国の常識です。この点が一点。

それから齊藤忠彦さんの議論でちょっと確認したかった点がいくつかあるんですが、実証的なアンケ

ートが重要だという点、正に同感なんですけれども、おっしゃっている自由選択制は混乱が生じるため

反対というのは、具体的にどういう混乱が生じるということですか。

齊藤忠彦委員：

自由選択制はどういう点かというと、そこにちょっと書きましたが、学校間格差が生じてくる可能性

があると。今日ご覧いただきました市のデータでは基本的にはそういう格差が生じない程度の人数で実

施しているかと思われますが、やはりこれを全くの自由選択制にすると格差が生じる。それを狙いとし

ていると言われればそれまでかもしれませんが、やはり公立中学校、これは一般論として書いたもので

すが、特に上田市において重ね合わせても、上田市にとっていいことは一つもないというふうに私は考

えております。

福井委員：

一部の選択制なり部分的な選択制にしても、その限りでは何らかの意味で学校間移動を生徒がするわ

けですから、その限りでは何らかの差はつくわけですね。だから程度の問題じゃないですか。要するに

0から100まで分布しているどこで切るのかというと、それを論理的に切ることは非常に難しいわけで
す。そうすると格差が生じるということの具体的な問題点は何か。あるいは本当に格差が生じると考え

るのか、そっちの議論ですね。これも実際に何度か紹介したことがありますけれど、例えばイギリスの

選択制についても格差が生じると、導入前には散々騒がれたんです。しかし蓋を開けてみたらそうでは

ない。むしろ格差が縮まってしかも多くの学校が底上げになったという実証的な分析が報告されていま

す。何故か想像するのは簡単です。要するにどの学校も頑張るのです。逆に言えば、生徒 に逃げられそ

うになったような学校はそれではいけないということで校長先生以下、正に頑張るわけですね。やっぱ

り生徒も戻るわけです。ということは、正に学校間の創意工夫でそれぞれの学校がその学校やその地域

の特色を生かした魅力ある学校にしようという努力をするという動機づけを与えられることで、むしろ

格差が縮まるという効果が現にあるわけです。学校間格差が生じるというのは、常套文句でよく言われ

る言葉なんですけれども、論より証拠で、例えば自由選択制に近い学校選択制は、東京などで一杯あり

ます。しかしこれも様々な区などの実証分析なり、あるいは区の担当者の言明を見ましても、学校の格

差が生じて大変困ったことになったという報告は、寡聞にして私は聞いたことがない。むしろ学校間で

何々小学校は、例えばブラスバンドが有名だとか、何々小学校は美術が有名だとかという、非常にいい

棲み分けと分業をしてきているわけですね。これは一概に決めつけられないのではないでしょうか。

もう一つはバウチャーの導入がこれも混乱を招くから不可能ということですが、この混乱とはどうい

う意味ですか。

齊藤忠彦委員：

これは最後のところに余計なところで入れてしまいましたけれど、上田市の現状では、と敢えて書か

せていただきまして、上田市では学校数が限られていること。そしてあとはこれも以前に私も教員評価

のところで確かお話したことがあるんですが、長野県の教員人事が基本的に他県と比べて、例えば小中

学校だと3年から5年ぐらいの周期で転勤するというような制度になっています。上田市から違う市町
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村に行くということも多々ありまして、もし上田市のみでバウチャー制度を実施したことになると仮定

するならば、その人事のところにも大きく影響してきて、現在上田市には非常に優秀な先生がおられる

と思いますが、逆に上田市ではバウチャーとか色々教員評価のことについて、色々大変な課題が課せら

れているということで、逆に人事異動が停滞してしまうという可能性が混乱を招くというようなことに

私は結びつくのではないかなと。長野県の特性としてちょっとあげさせていただきました。

福井委員：

長野県など、都道府県教育委員会が人事権を持っているというのは全国どこでも一緒です。上田市と

長野県の場合だけ混乱があるということですか。教員人事の仕組みでいえば全国共通ですね。

齊藤忠彦委員：

共通ですが、例えば市だけで実施するということについて、例えば上田市だけで実施するということ

は人事面においても実際に不可能であろうかと。

福井委員：

そんなことはないでしょう。仮に市だけやるとします。例えば、昨日の教育再生会議でも特例的な実

施というのはそういうことを念頭に置いているわけですが、例えば、上田市の中学校で実施するとか、

上田市の小学校で実施するということはありうるわけです。どうすればいいか。市には教員人事の具申

権があるわけですから、市教委は都道府県教委に対して、ここでいえば長野県教委に対してバウチャー

の実施に伴う教員人事配置について、少なくても市から市へ、上田市から長野市に生徒が移動するとい

うのはここでは想定外ですから、上田市の中で仮に生徒の変動に応じた教員の配置の変更が必要だとい

うことになれば、人事に関する意見具申権を活用して、それに応じたフレキシブルな人事をやって欲し

い、という点については、あらかじめ長野県教委と申し合わせなり合意さえあれば、それに応じてスム

ーズな人事配置が出来るはずです。それは上田市の中の話ですから、何も上田の教員でやる気のある教

員を、しっぺ返しでよそに持っていくというわけではありませんし、ましてやよそから誰かを直ちに連

れてこないといけないという問題にはならない。それはむしろ長野県全体の人事にのる話でしょう。そ

うすれば何も混乱はないのではないですか。

齊藤忠彦委員：

話をおうかがいしている限り、制度的には実施可能かもしれませんが、現実的に実施したことをシミ

ュレーションするとやはり教員の個人的な感情面とか気持の面でもやる気を持つ人もいるかもしれま

せんが、やはり上田市においてはちょっと厳しいという考えを持つ人もおられると思うので、ちょっと

これは制度的にはどうかということじゃなく、実際に行われたらどういうことが起きてしまうかという

ことをちょっと私は申し上げたかった。

福井委員：

教員に嫌がる人がいるというのが唯一の理由ですか。教員の中でのバウチャーと選択制とは、恐らく

ここで前提されているパッケージなわけでしょう。齊藤さんご自身も。選択制で、例えば教員の評価な

りが明確になってそれが予算配分に繋がるようなことになれば、困る教員がいるというのが困る点です

か。要するに生徒、保護者のためでなく、教員の一部で批判されそうになる教員のための利害を代弁し

ておっしゃっているわけですか。

齊藤忠彦委員：

いや、それも勿論ありますが私の基本的に今日お伝えしたかったのが、子ども、保護者、教師がどの

様に考えているかということを先ず上田市の実態を把握してということですので、勿論、子どもの側に
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立ってのことも考えているつもりでおりますけれど。

福井委員：

そうでしたら結構なんですけれども、要するに選択制やバウチャーであぶりだされて困る教員という

のは、評価が低い教員です。端的に申し上げれば。児童や生徒から評価が低くなるであろうと自分で予

測する方々は勿論反対でしょう。選択制やバウチャーに。議論するまでもない当たり前のことです。そ

ういう方々の立場に立つのであれば、結論は自ずと明らかであるということを念のため確認しておきた

いということです。

齊藤忠彦委員：

福井さんと話していると私ちょっと圧倒されちゃうんで…

福井委員：

アンケートですが、これは重要なご提案だと思うんですが、確か会議の最初の頃に議論になって、簡

単な話ですから、全数が難しければ無作為抽出で、学校を通じて配るけれども、郵送回収で直接市当局

に行くようになっているという、匿名性を確保したアンケートを、全数かせめて無作為抽出で 3割とか
4割ぐらいを選んで、保護者家庭に対して早急にやるべきだと思います。取りまとめは、この 会議では
いつ行うのかという点は、先程の議論にありましたけれど、いつやるにせよ、この会議の審議の上で極

めて重要な要素です。これは教育委員会がやるべきではないと思います。市の市長のもとに置かれたこ

の勉強会での議論の延長線上で出てきている話であって、市長にとってこの問題がどういう問題である

のかを明らかにするためのものでしょう。教育委員会は、基本的に教育行政当局で市長の指揮監督など

を一切受けない独立な立場であります。教育委員会は、教育行政の権限行使をしていますけれど、この

研究会が設けられた主旨はそうではなく、市民の立場で選挙で選ばれた市長が市民の利害を代弁してど

ういう教育行政を市として行うかを議論するミッションを帯びているはずです。教育委員会にやらせる

というのであれば、この会議は意味がない。やるのであれば市がやるべき。市長の指揮のもとに市がや

るべきだと思いますし、そのためにどういう聞き方をすればいいのかについて、先程からいろんな議論

がありましたけれど、具体的な前提をちゃんと示して、それから齊藤さんのお示しになったたように

色々な選択制があるのであればそういうことについても説明する。全国では例えばこういう事例がある

ということも丁寧に説明する必要があります。その上で選択制とか、更にまだ出てない論点で非常に重

要なのは就学校指定の変更ですが、これも政府としてやることになっていて、まだ上田市ではやってい

ないみたいですけれども、一旦、就学校指定の通知を受けた後でも変更申し立てが出来るというのは、

これは法令上の義務ですから、それについてちゃんとどんな通知を受けているのか。その通知に対して

変更理由がどういうものを認めて欲しいと考えているのか。こういう保護者の意向は極めて重要である

と思いますので、やはり聞いた方がいいと思います。それから、保護者、子ども、教師も勿論、対象に

した方がいいと思いますし、市当局が中心になって早急にこの会議のメンバーの議論を参考にしていた

だいて、実施されてはどうかと思います。

堀委員：

今、福井委員からお話がありましたが、私どもの一番懸念している点につきましては、やはり学校選

択制によって学校間の差が大きく出るんではないかということがかなり、想像でしかお話出来ていませ

んけれど、そういう心配がかなりあるわけでありますので、福井委員の話ですとそれによって全体のレ

ベルが上っていくということが事実あればやはりそれは前向きに検討していくべきだと思っておりま

す。そこらへんのところの実態をもう少しよく調べてみる必要があるんではないか。それによって私ど
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もの考え方も変わってくるんじゃないかと思います。宜しくお願いします。

それともう一点でありますが、先程、学校の通学区の選択制の委員会をつくるという部分に関しまし

ては、これは是非行って、最終的には市長が決断することであって決定権は市長がある。私どもはいろ

んな意見を出した中でその意見を具体的にこの審議会を通して市長が決断を出していって選択をして

いくということになろうかと思いますので、ここで結論を出す必要はなくて、審議会を進めていくこと

が重要だろうと思いますので、色々な意見が出るということが非常にいい結論を出せる結果になるんで

はないかと思っております。以上でございます。

戸田座長：

ちょっとその前に先程の福井委員の方からお話があった 2点について、私の方から釈明といいますか、
弁解も含めて事実の経緯を申し上げますと、今年の春過ぎ 2回目か3回目の時に地域の保護者の皆さん
の声を聞くというためにそういうアンケート調査をやったらどうかということだったんですね。それで

事務局とちょっと相談をしましたけれど、実は下世話な話でいけないですけれど、予算措置が難しいと

いうことでちょっとというふうに、今の前の事務局の方にそういうふうに言われまして、これはそれじ

ゃあしょうがないと。ちょっと引っ込めたことがあります。というのは、その代わりということもあり

ましたけれど、第 1回目か2回目に全国レベルでの保護者アンケートというのを内閣府で匿名でとった
ものがありましたので、それを皆さんにお配りしたと。それと同時に地域のアンケートもとれば、これ

は非常に地域住民や保護者の皆さんの声を聞いたということでいいと思ったんですが、そういう事情 が

ございまして、地域レベルでは実際に声は聞いてないわけですから、今のご提案のように予算の問題も

あると思いますけれど、先程のような条件を付けて市の方でお取りいただくといいかなというのが一つ

ですね。

それからもう一つ、就学校指定の変更のことも、これは前の議論で私も大分念押しをさせていただき

ました。それは教育委員会が来られた時も就学校指定変更をきちんと保護者に公表するということをち

ゃんとしてくださいねということを申し上げた覚えがあります。これは議事録で確認していただくと。

今、再度、福井委員の方から、その点についても、これは現在、法令上当然やるべきことですので、ま

たこの会としても市や教育委員会に対して、これは確か学校教育法施行令第 8条と学校教育法施行規則
第 33条（いずれも旧法）に関することだったと思いますが、教育委員会に対してそれはきちんと法令
を守ってやっていただくということをこの会としても申し上げることだというふうに思います。はい、

どうぞ。

佐藤委員：

すみません、学校選択の場合で、さっき草加市のアンケートではまだ実施はされていなくて選択して

良かったというのがこれだけある、というふうに齊藤委員からのご説明であり ましたけれど、その選択

出来た子は良く、選択出来ない子はどうなのかっていうことが、ここには全然出てこなくてわからない

んですけれども。先程、やはり選択するというからには、中学では格差がついてしまいますというご意

見がありました。でもその格差がつくことによって全体のレベルがあがるということもおっしゃいまし

たけれども、格差がつくことによって、色々マイナス点も出てくると思います。子ども自身の気持とい

うことを考えれば、あの学校に行きたかったのに自分は行けなかった。仕方なしにこの学校に行くんだ

というものはずっとついてまわると思います。これで小中学校の義務教育の中において格差がついてい

いものだろうかということは子どもの立場に立てばとても心配です。高校生になって選択して高校でさ

えも色々な学校によって自分はこうだっていうものがいうのは出てくる中で、小中学校において格差が
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ついて、いいものかって凄く一番子どもの立場に立てば危惧することです。何故学校選択をやらなけれ

ばいけないかというところの肝心なところが不明確なままで、ただ学校選択をいい、ここはやっている、

あそこはやっている、これだけのものがやっているんだから上田市もやるべきだという方 向はやはり危

険なものであって、それと地域との関わりは、私は毎回そのことを申し上げますけれど、中学生にとっ

ても地域との関わりは凄く大事な問題でありまして、今、中学では地域に関わろうということで一生懸

命子ども達も積極的に地域に出てきますし、地域の方も学校に関わっていただいている。そういう丁寧

な指導をしていく中で、皆で子ども達を育てている中で選択してこの学校に行けたからいいけど、行け

なかった子ども達はずっとそれを背負っていくと思うと、そこはもっと色々な角度から検討するべきで

はないかと思います。

戸田座長：

そのこともちょっと補足いたしますと、学校選択制の具体論、やり方論というのが色々ございまして、

不本意ながらこっちへ行かされたとかっていうわけじゃないわけですから、それは希望者が多い場合は

再度抽選で分配するということもありますし、それから地域の距離的なことも勘案しながら、配慮しな

がらやる。やり方論は色々あるわけで、そういうことについて具体的に先程、齊藤忠彦委員の方から選

択の枠組みについて具体論を出していただきましたけれども、もし仮にどの形かの選択制を取り入れる

としても、今度はやり方論のところで非常に配慮を色々する必要が当然あると思いますね。だからその

ことについてもしご提言があればまたそれはそれでお話いただければ有り難いとこういうふうに思い

ますが。

先程から事務局からちょっと休みを入れろとこういうことでございますので、トイレ休憩をとりたい

と思いますが、20分に再開いたしたいと思います。よろしくお願いいたします。

【休憩】

戸田座長：

それでは時間ですので続けたいと思います。堀委員、それから福井委員はご都合でこの後、中途で退

席されます。よろしくお願いいたします。

それでは学校選択制の問題と学校選択についてはかなり具体論が賛否両論出てきましたので、先ずは

斎藤繁子委員のペーパーつまり、教育利用券制（バウチャー）についてのご意見がまだ無いようですの

で、ありますか。はいどうぞ。

宮尾委員：

斎藤繁子委員のお話していただいた 2番の学校利用券の福祉的活用の検討をっていう、ここはとても
大事かなあと思っています。教育バウチャーというと全ての教育予算をバウチャーにというよりも、今、

市の中で使える部分のこのぐらいの特殊的な教育プログラムをやる学校には、予算がおりるというよう

な教育委員会のご説明もありまして、それが何百万単位でありましたので、その部分のものですとか使

いながら一部の部分でもこのバウチャーを取り入れて、不登校児童、外国籍児童、発達障害があるハン

ディキャップのある児童、シングル家庭、低所得家庭の子ども達にはこの利用券を使えるようにしてい

くというのはとてもいいんではないかと思っています。特に私が色々相談を受ける中で感じているのは、

不登校になった子どもさんの親御さんから受ける話の中にどうしても学校には行かれない。中学生です

けれども、でも勉強はしたいという気持はある。でも学校に行くと具合が悪くなってしまう。でも実際
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に学校に行かないと親が教えるわけにもいかないので、学力がどんどんつかなくなってきて、もっと今

度は高校に行く不安が出てくるっていうふうにお話していました。私は学校にお願いをして学校の先生

の中で時間を作っていただいて訪問教育というようなかたちで学校から自宅へきて教えてもらうとい

うのもやっていただくことが、その子にとっても権利があるんじゃないかというふうにお話をしまして、

学校にお願いしたら、それは無理だと、今の学校の状態ではお宅の子どもさんのところに教えに行く時

間とか持っている先生はいないので無理ですと言われたそうです。そうしま すとその子は結局どうした

かというと、家庭教師をつけて月約 5万ぐらいになるそうなんですけれども、それをする以外に道はな
いというふうになったそうです。そういう時に例えば本当にそうであった場合、学校の先生も無理、そ

の子も学校に行かれない時には、もし利用券制度の活用ということで、その子の塾代に利用券が使える

とか、塾に例えば、信学会とかいろんなところがあります。ちょっと個別な名前を出してしまいました。

そういうところに不登校の児童がもし行く場合は、そういう援助をするとか、そんなこともこういうも

のを利用すればいいんではないかなあと思います。今の状態ですと不登校になった子どもさんには色々

な配慮をされているかもしれないですが、その子がどこにも行かれない場合、中間教室にも行かれない

場合とか、全く教育的予算を使えてもらえないというようなふうになってしまうんではないかなという

ふうにも思います。そして今、学校に発達障害を抱える子どもさんがいらっしゃいますが、加配の制度

で加配の先生がついていらっしゃる場合もありますが、加配もつかないでいる場合、一人の先生がその

子に関わっている中で、先生も大変でまたその子も中々まわりの子に理解されないで二 次的被害を受け

てしまうということもあるので、そういう子ども達に対しても利用券を使ってもし加配するんだったら

そっちの予算から加配出来るというような仕組みをつくるというのもいいんではないかなあと思いま

すので、福祉的活用という部分でのバウチャーを是非取り入れていくのはいいかなと思います。

中村委員：

いくつか質問をお願いしたいと思います。今、宮尾さんがおっしゃったように、福祉的活用と弱者に

光をあてるんだという主旨は大賛成で、学校なんかも訪問教育とか出来るように教職員の数を増やした

り、予算を増やして欲しいと、そういう主旨は大賛成です。それから 3番のドーナツ化現象の解消とか
小規模校存続の対策に有効なんだと。ドーナツ化現象の解消や小規模校存続対策というのは私も大賛成

なんですね。だけれども、それとバウチャーとの関係がよく分からないということなんですね。 1番も
同じで主旨は大賛成です。歯止めもしていかないといけないし、そういうところに予算を使っていくと

いうのは大賛成なんだけれど、でもそれとバウチャー制度の関係がよく分からない。単純にそういうと

ころは大切なんだから予算を付けてやっていくという、それは凄く大賛成なんですけれども。

斎藤繁子委員：

多分にこれは政策的な問題だろうと私は思いまして、その面で提言させていただきました。多分、今

のバウチャー、要するに利用券をつけてということなんですけれども、先程のじゃあどうして少子化対

策になるのかっていいますと、例えば、バウチャーで一人の子どもについて、どのくらいかの予算がき

ちんと付きますよというようなことがあれば、じゃあ私の子どもはこの時期バウチャーが付くと、いく

らぐらいの教育予算が一人の子ついて付くとすれば、私の今の年収でこれだけ付けば、もう一人子ども

が産めるかなと。単純なことではないんですが、かなりこれ重要だと思うんですね。計算出来ますから

ね。一般的に例えば、極端な話、私立に入れたいと思ったけれど、お金のことで私立の教育には非常に

賛成だから、この理念には合っているんで自分の子どもをそこに入れたいと思っても経済的な理由で入

れられないことが結構あります。実際、自分でもそう考えた時があります。ただその時にその子のその
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時期がお金が付くとすれば、じゃあ交通費や何か負担出来る。だけど授業料は負担していただければ出

来るかなというような判断で、一応そんなようなことが計算出来るかなというのが現実的なこと ではな

いかなと思います。

それからさっきのドーナツ化現象の解消と小規模校対策って、先程、中村さん、私とちょっと違った

観点で言っている。私はむしろ積極的にドーナツ化現象、例えば、市内の中で学校教育に非常に皆さん

がまちづくりの中心として、こういう学校をつくるんだという理念をバッと打ち出してそれに合わせて

選択制で呼び込めるかと。特に小規模校については、今、実際私達西内小学校区域なんですけれども、

今、住民にアンケートを、今日、多分そのアンケートが届くんだろうと思うんですけれど、どういう学

校の方式がいいのか。全部、地域住民にアンケートを今回配っていまして、それをまとめてどういうふ

うに学校に対してとか、自分達がこの中で学校に対してどう考えているかということの把握をして、要

するに地域住民がその小規模校とかそういう学校についてどう考えているかっていう。地域というのは

限定した地域、校区の地域ではなくて、その学校についてのどう考えるかということを考えていく。で

もそこにこういう予算が付くよというと又違った意味での議論が出来てくるかなと思って、むしろ積極

的な意味でバウチャーを使ったらいかがでしょうかという。これがあると格差が出来る んじゃなくて格

差を生まないために皆さんがどういう活動が出来るかとのことの方へ使っていただければということ

でこういうふうに書かせていただきました。

戸田座長：

他の方、ご意見ありませんかね。

廣川委員：

一つだけお答えしておきたいんですが、何回か前に斎藤繁子委員に児童数減少校として清明小学校の

名前をあげられたのでありますけれど、清明小学校はこれから減少していきません。かえって増加して

いく。何十年も先はちょっと分かりませんが、今はそういう状態であります。それは意見ということで

はなくて一応お知らせということでありますが、今現在も例えばシングル家庭や低所得家庭については、

就学援助という制度がありますよね。そういうものとさっき中村委員が関係が分からないということを

質問しましたが､私も同じことを思うんですけれど、それと利用券制度というものとどう繋がってくる

のかということなんです。全部を利用券制度にするんではなくて、一部というようなお話もされました

ね。一部という意味も含めてそこのところを説明していただきたいと思うんですが。いわゆる今までの

学校予算、私の理解の中で学校予算を利用券の方へ振り分けるというような話も今まであっ たように思

うんですけれども、今までの学校予算については、やはりその利用券とどういう関わりを持たれるのか。

一部という場合ですね。教えていただけたらと思います。

斎藤繁子委員：

今、学校予算は学校、人数に関係なく、この前一人当たりいくらという表が出ていると思うんですね。

それと学校の中で一人いくらじゃなくて、むしろ全体でこの学校はいくらというようなかたちだったと

思うんです。それはそれで今まで通りということだろうと思うんですけれども、例えば、ハンディキャ

ップのある子がこの学校に入りたいといった時に実は前にあったんですけれど、エレベーターが無いか

ら出来ません、入れません、というようなことも実際ありました。それについてどうしようかというよ

うなことも行政の間でやって改正はしたんですけれども、結構、教育委員会の中でそれについて何回か

議論をしたことがございます。それとか給食費の滞納について皆さんが結構、委員会の中では何処の子

がこうだとかっていうようなことも実際現実問題として出てきていると思うんですね。そういうような
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ことはむしろ教育を受ける方からしてみたらそういう心配のないようなかたちの方がいいんではない

かな。一人ひとりがいくらを持っているということは、そういうことの解消にも繋がるんではないかな

というような気もします。それともう一つこのバウチャーを入れるということは、先程から出ている学

校選択と多分一緒だろうと思います。要するに選択をすること。それからどちらかというと競争という

とおかしいんですけれど、切磋琢磨して学校の工夫を出来る一つの方法だろうと。今まで通りでいいの

か、ここへ何らかのかたちを改革を取り入れていくかの差ではないかなと私は思います。確かに以前、

清明小学校の児童数が減っているんではないですかというようなことを申し上げま したけれど、このド

ーナツ化現象というのは、中央が無くなるだけじゃなくて、むしろ郊外の学校が急増したり、色々な政

策によっては急激に子どもが減ったりというようなことの解消の一つにこのようなことでバランスを

とる工夫も出来るんではないか。完全にそれがいいんではなくて、一つの方法として皆さんでやり方を

工夫したらどうですかというのが、完全にこちらの方がいいということではないんですね。今まで通り

でいいのか、ここへもう一つ一本踏み込んで工夫をするのかということだけのご提案ですから、色々な

運用の仕方については、皆さんいろいろな議論がありますし、こういう方法の方がいいんじゃないか、

完全にこれは駄目だよというのと、これはご意見だろうから色々な提案を市にしたらいいかなと私はそ

ういうふうに思います。

戸田座長：

もう一つ議題があるんですけれど、この話は具体的に荒井さんの方でご意見があるようなので、この

件につきましては本日荒井委員の方からお話いただきます。

荒井委員：

齊藤忠彦委員のまとめていただきました今日の提案ですね、本当によく分かりやすくデータも交えて

いただいて一つのかたちが見えたなと思って感謝をしております。それぞれの問題に 関してはまだまだ

議論する余地は沢山あると思いますけれど、バウチャーの件に関しましては、例えば、先程お話いただ

きましたように学校選択の問題の中で、部分選択といいますか部分的な分類の仕方ですね、そういった

ものが出来るかどうか。今、ハンディを持った子ども達や低所得者の子弟の教育問題も出てまいりまし

たけれど、それはこのようなかたちで導入出来るかどうか。それをまた一つの提案として出していただ

いたら、もっと分かりやすくなるんじゃないかなと思いました。従って、齊藤忠彦委員にデータも含め

て、次回にもそれをやっていただけるなら、そしたら又皆さんにもより良い理解をいただけるのではな

いかなというふうに思いました。そうしないと先に進まないということもありまして、何とかお願い出

来ないかなあという依頼です。実は私も課題を持った子ども達とずっと関わってきたので、先程言いま

したハンディを持った子ども達、発達障害の子ども達、低所得者の子弟達を何とかしなくちゃいけない

というんで、民間でファンドをつくったんですよ。それは出来るわけですよ。そういったことで民間で

も出来ることですから、上手く出来ればいいなと思っております。それをお願いしたいということ です。

バウチャーも齊藤忠彦委員は、先程私が「どうでしょうか」とお話したら、「データを集めて何とかや

りましょう」というようなお話をいただきましたので。

齋藤忠彦委員：

ちょっと待ってください。私はそういうまとめは難しいかなと。バウチャーについては私は基本的に

は先程、申しましたように厳しいという捉えでいます。そもそも教員の世界や学校関係でお金の件につ

いては非常に大事な部分もありますが、それ以上に教育の世界というのは本当にボランティアで動くと

ころが多いし、お金をかけて解決出来ない部分が多いので、ちょっと否定的な 部分が多いです。バウチ
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ャーも本当に私不勉強なところもあるので。バウチャーについては専門家の方がおられるので、但しそ

れは推進される方なので私がその方にお願いしていいか分からないんですが。

荒井委員：

推進するとかではなくて、どういう分類でどんなかたちで出来るかということですね。もし可能なら

ばということですよね。ですから推進するとかしないとかではなくて、このような今日まとめていただ

いたようなかたちで、具体的なものがあると非常に分かりやすいと思うんですよ。それは大学の先生、

学者の方が一番いいと思えるのです。

齊藤忠彦委員：

私はちょっとその件については厳しいですね。

斎藤繁子委員：

実は私も何か出来るかなと思ってインターネットを調べて、残念ながら私は専門家ではないんで、そ

れから教育予算の件について、この前発表をいただいた数字や何かで、じゃあそれをどの様に運用する

かということだろうと思うんですね。これからちゃんと具体的なものを提案すると。ちょっと数字の動

かし方がよく分からないものでシミュレーション出来なかったんで、本当は具体的にそれを出すべきだ

ろうと思うんですが、ただ理念的とか考え方を先ず皆さんにご理解いただい て、その考え方に基づいて

どういうやり方があるか。これは多分、教育行政できちんと数字をやってらっしゃる方の方がお分かり

になられるので、それはこれからの一つの課題として先程の様にもし積極的に取り入れるとしたら、ど

の様なことを調べ、どういうシミュレーションをしたらいいかというような検討委員会を立ち上げると

か、そのような具体的なものの中からやっぱり研究する必要があるんではないかなということで提案さ

せていただきました。

福井委員：

ちょっと議論が混線していると思います。試算は制度化のもっと具体的な段階でやる方が生産 的です。

現在はどういう前提のもとでどういう選択肢がありうるのかについて、先ずは様々な実例を整理する。

諸外国なり日本の他の地域、他の事例なりについてきちんと事実を把握する。それから繰り返し申し上

げますが、上田市民がどう考えているのか。ここがブラックボックスのままでは、このメンバーはそれ

なりの有識者として集められているのでしょうけれども、市民の利害分布だとか意見分布をそのまま代

表しているいわゆる民主主義、議会制民主主義的議会組織の代替物ではありませんから、理屈は整理出

来ますけれども、市民の意見分布は非常に重要だと思うのです。そういう意味でも、さっき申し上げた

ようなアンケートを早急にやった方がいいと思いますし、さっき予算というお話がありましたけれど、

こんなものは予算はほとんどかかりません。手作業で十分出来ます。ボランティアで協力してくれる方

もこの中にも多分いらっしゃるはずです。教育委員会に審議会を設けるというのは形容矛盾ですから、

それは有り得ない。審議会とか検討会じゃなくて、行政がやればよい作業だと思います。屋上屋のそう

いう合議体をいくつも設けても意味がないと思うのです。

斎藤繁子さんの福祉目的というのは、これはこれで一つの考え方なんですが、ではそのハンディキャ

ップなり、外国籍に分類されない方には、利用券の恩恵は一切与えるべきでないのかというと、僕はそ

うじゃないと思います。こういうところは最優先でやることはいいと思うんですけれども、何もこれだ

けに限定する必要は全く無い。諸外国などで定着している多いパターンは、ハンディキャップがあった

り、あるいは母子家庭であったりする時には、その児童生徒に対してバウチャーの金額を増額する、と

いうもので、それがどちらかというと標準的手法ですね。選べるには選べるし、予算は持ち歩けるんだ
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けれども、何らかの意味で教員なり学校の体制の方で一定の配慮なり、予算措置なり、労力なりがかか

ると目されるような類型には、手厚く予算を増額する。要するにバウチャーの一人当たり単価を増やす

ようなかたちが一般的な対処でありまして、どうせ実験的にやるのであれば、こういう方々は当然に含

むということでいいのですけれども、もう少し一般的に、例えば隣接する中学校 2つか3つぐらいで校
長も協力してくれるようなやる気のある学校でリーグをつくっていただいて実験的にやってみる、など

です。小学校でもそれは有り得るのかもしれません。もう少し、特にハンデキャップのある方以外も含

んだかたちの実験を模索されてはどうか、という印象です。以上です。

戸田座長：

ちょっと時間もありませんので、今の福井委員、荒井委員の両方を合わせまして、要するに取り敢え

ず具体的なシミュレーションみたいなものを選択制については齊藤忠彦委員、それからバウチャーにつ

いては斎藤繁子委員に作って出してもらうということですかね。もう一つはアンケート調査を出来るだ

け早くということですが、これは予算の関係もあるものですから、ちょっとここでは決まらないと思い

ますので、又、事務局と相談しながらということだと思います。

荒井委員：

今、福井委員は退席されてしまいましたけれど、福井委員の言われたようにアンケートというのは非

常に大事な部分だろうと思います。私達のこの会議と市民の意見が繋がらなければ全く意味のないこと

だと思いますので本当にその通りだと思いますが。ただその学校利用券制度に関しましては、市民の方

もよく分からない。学校選択制で齊藤忠彦委員がああいうふうにまとめていただいたら皆さん本当によ

くお分かりいただけたんだろうと思うんです。学校利用券制度（バウチャー）に関しても同じように分

かりやすくまとめていただいて、市民の皆さんにそれを問うことがいいと思います。推進するとかしな

いとかということではなくてニュートラルな立場から状況設定をして、理解してもらい、皆さんの意見

を聞くのが大事だと思って申し上げたのです。そうした目的で齊藤忠彦委員のような大学の先生がデー

タを集めていただき、整理してもらいたいということです。もちろん斎藤繁子委員にお願いしてもいい

のです。皆さんが一番分かり易く捉えられるのが理想と思っています。

戸田座長：

おっしゃる通りなんですけれども、基本的には提言者がフォローアップに動くって 考えたものですか

ら、齊藤忠彦委員よろしいですか。それはご本人の意向もあるものですから、どうしますか。

荒井委員：

データを少し集めていただけませんでしょうか。資料を作ってもらうということですが・・・。

齋藤忠彦委員：

私もちょっと専門ではないので。学校選択については今日はいろんな資料を集めさせていただきまし

た。客観的なデータとして提示したくて集めただけでありまして。バウチャーについては、これからと

いうところが多いので、実践事例とか限られていると思うので。ちょっと私データを集めることは難し

いと思います。気持は集めたいなという思いですが。

荒井委員：

あるだけで結構です。一番ここで私達が分かりやすかったのは、部分的な分類ですよね。この分類の

仕方と同じようにやっていただければ、ありがたいのですが。

斎藤繁子委員：

ちょっと私も資料と思いまして、日本の中で実際にやっているところは未だないんですよね。実験的
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にやっているところ。先生、何処か文章には出ていないんですよね。例えば、イギリスだとかアメリカ

だとか、オランダとか、そういうようなところではやっているんですね。その結果、データとして一番

あるのはイギリスのバウチャーについては、一番出ていると思うんですけれども、これも賛否両論ござ

いまして色々あるんですが、じゃあこれが本当に日本の中でこういうかたちで出ていますよっていう、

何回かこの中でも議論があって、いや外国のと今と違うよ、上田市は違うよというようなかたちになっ

て、完全にこれからの提案だろうと思うんですね。上田市民でどういうかたちが一番いいかということ

の議論が出来る、そのことが一番重要じゃないかなと私は考えたんです。

戸田座長：

ちょっとその前に宮坂さん。

宮坂委員：

バウチャーのことではなくてアンケートのことなんですけれど。

戸田座長：

では先に宮尾さんどうぞ。

宮尾委員：

多分、副座長のお話というのは、例えば、オランダであってもイギリスであっても、そのイギリス方

式、オランダ方式があったとしても、それが日本にいいかどうか、上田にいいかどうかということを判

断する話し合いのモデルとして、どういうふうに使っているんだとういうのをもうちょっと図だとか、

具体的に示して話をしていった方が皆の話がしやすい。ただ、言葉とかこうだっていうと、理念的なも

のは何となく分かるんだけれど、実際、どの様に予算配分をしながらバウチャーを行 われているかとい

うのは中々分かりずらいので、どの国のものであっても、もうちょっと具体的に数字も見れたりする方

がいいって、そういうのをまとめて話した方がいいということではないですか副座長。

荒井委員：

勿論、そうなんですけれど、その他に皆さんも多分同じご意見だと思いますけれど、アンケートを市

民の皆さんにとる時に、やっぱり一番バウチャーをきちんと捉えて、そしていいも悪いも判断出来る資

料がなければいけないということなんですよ。だからそれにはこの学校選択制の分類みたいに自由選択

制とブロック選択制があります。ブロック選択制ではこんなバウチャーができるんだよとか、あるいは

隣接区域選択制ではこんなふうに出来るんだよというのがあれば、そうかじゃあこれとこれを組み合わ

せたらこんなものが出来るのかと、だったらこれはいいではないか。魅力があるなあ、やってみてもい

いかもしれないとか、あるいはとんでもないと、こんなことしたらこんな不都合が生じるじゃないかと

いうような判断ができるわけです。その判断の材料がなければアンケートをやっても何も意味がないわ

けですよね。そういう資料を一番詳しい方々のお作りいただければいいかなということですね。

宮坂委員：

今の先生のお話と関連するんですけれども、先程から出ているアンケートをとるということ、アンケ

ートをとって市民がどういう考え方を持っているかということを知るということはとても大事なこと

だと思います。ただ、何となくお話をお聞きしていると、学校選択制がもう認めた、そういう段階で自

由選択だとか、隣接だとかというさっきの 5つのことをとられると、これはまた違う方向にいっちゃう
と思いますので、その理解をしてもらうということがとても大事で、バウチャーにしても、それから学

校選択制にしても、それをどの様に説明をするというのか、解説をして、それでアンケートをつくると

いう、だから作ってください。事務局の方で作ってください。はいっていう、そういうものではないと
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思います。私達が本当に市民が理解をして答えというか、解答が出来るようなそういうものをしっかり

つくって、そしてお願いしていくことじゃないかなと思います。だから、安易にアンケートというのは、

危険だなと思います。

戸田座長：

そのアンケートは関わらないのがいいということですか。やり方論ですか。ちょっとその辺説明して

ください。

宮坂委員：

中味の問題だと思います。だからそれをとる前の段階が大事だなと思うんです。そのアンケートと付

随して一緒に理解してもらう資料を付けるならばそれはそれですけれども、そこの内容ですね。

戸田座長：

アンケートをやる時は勿論、中味については吟味しますが。

宮坂委員：

そうでしょうね。そして今、言うと、いいところだけじゃなくて、問題点というもの、そういうもの

をはっきりバウチャーにしても、そういう両面を理解してもらうような内容を理解してもらって、それ

からアンケートかなって私は思います。

戸田座長：

それは成功例のアンケートは一杯ありますので、そういうのを参考にして作ればいいかなあと思いま

すね。どうしましょうかね。そろそろ時間になっちゃって次のテーマに入らないんだけれども。

佐藤委員：

時間が迫ってきて 5時までですよね。検討委員会をつくってアンケートをするっていうんですけれど
も、今、宮坂先生おっしゃったように、ただ説明だけの紙を書いたアンケートじゃなくて、やっぱりこ

れを市民の方に理解していただくには、1回やそこらじゃ分からないと思うんですよ。学校選択のいい
点、それからよくない点、バウチャーのいい点、悪い点とかそういうものをやるには、何回か市民の皆

様を集めた公聴会なり、勉強会なり、公開討論会なり、そういうものの順序を踏んでいった中で最後に

はアンケートというのも一つの方法だと思いますけれど、そこにいくまではやはり何回かそういうもの

を積み上げていかないと、いきなりアンケートと言われてもアンケートの項目によっても大分左右され

ると思いますので、そこにいく段階には、最終的にはアンケートで勿論いいと思いますけれど、まだ踏

まなければいけない課程は多々あると思います。ここでアンケートがいいといって決を採ってやるとか

そういう問題じゃなくて、まだそこにいくにも検討するべきものがあると思うんですけれども。

戸田座長：

ちょっと整理しにくいんですけれど話が。というのは、保護者や地域住民の声を聞きなさいという声

があって、そしてアンケートをとりなさいと言って、じゃあ具体的にとりましょうかと言ったら、いや

それは色々案があるからアンケートをとる前に検討をしてって、こういうふうに言ってたら、それはア

ンケートをとった方がいいんですか、とらない方がいいんですか。こちらとしては結論の出しようがな

いんですよね。それでアンケートをとる時にある程度何についてとるのかという説明をするのは当然の

ことだし、そこは市民が一定の理解力、常識を持っているということは当然のことですから、小学生に

アンケートをとるわけじゃないですから、必要最小限度の説明を付してアンケートをとるということだ

と思います。方法も先程から色々出ていますけれど、それは方法論が非常に大事ですから、そういうこ

とで、要するにとる方向なのか、とらない方向なのかということをちょっと話が振り出しに戻っている
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ような感じがありますのでどうしましょう。

齊藤忠彦委員：

私、最初にアンケートについて、今日、提案したんですけれど、やっぱりアンケートがないと先に進

めないというか、市民の声がないと進めないという壁にぶち当たっているのでどうしても必要だと思う

んですが。私が最初に提案したのは、この有識者会議でアンケートをとるというのではなく、投げてし

まうようでいけないんですが、先程、福井委員からは教育委員会から出すのはそういう組織を構成する

のはちょっとおかしいというお話をいただいたんですが、今までの事例を見てみると、教育委員会から

アンケートを保護者宛に出して、そこから選択制について考えて、例えば、過半数に達して賛成が得ら

れても、それはやはり厳しいという、教育委員会または市町村の所轄で判断があって先に進むというよ

うな流れをいくつか本などで見ています。私は保護者にしても有識者会議からいきなりアンケートをと

られても、これはいきなり何だなんてちょっとびっくりしてしまうかと思うんですが、教育委員会から

提案するようなかたちでのアンケートにしていかないと、ちょっと先に進まないのではないかなと。又、

アンケートを作るにも本当に大変なことだと思うので、やはり専門の部会を作るぐらいの勢いでやって

いかないと厳しいのではないかなと思います。

あとバウチャーについては、今日、意見も出ていますが、バウチャーについて今、意見を問う段階で

はないと私は思うので、やはりバウチャーの導入については厳しいというふうに考えています。意見を

問う必要もないというふうに考えています。

戸田座長：

アンケートの取り方、先程、福井委員からは教育委員会がやるべきではない。今、正反対のご意見が

出たんですけれど、今日はそれを議論しても当事者が一人いませんので、時間も差し迫っていますから、

ちょっとアンケートの問題は預からせてください。こちらで考えてみます。予算のこともありますしね。

それから教育委員会が取るべきということについては、それだけは私は反対しておきます。これは話す

と長くなるからしませんけれど、文科省の調査がいささか怪しいと同じように教育委員会の調査につい

ては、非常に疑問があるので、むしろ市当局が取った方が中立公正、だから国でも内閣府で取ったアン

ケートと文科省が取ったアンケートは全然違うんです。物凄いバイアス（偏り）がかかりますから、な

るべくバイアスがかからない中立的なセクションから中立的に取るべきだというふうに考えます。だか

らそこだけはちょっと私は意見が違いますので申し添えておきますが、いずれにせよその問題はちょっ

とペンディング（懸案事項）にさせていただいて、今日はここまでということにさせていただきまして、

1月については、またちょっと事務局も含めて議題、その他、今日、出てきましたご意見も検討いたし
ます。あと予算の問題とかそういうこともございますので、総合的に検討させてください。

宮尾委員、大変申し訳ありません。テーマ、幼保小中高一貫のことを本当にご準備いただいたのに全

然出来なくて大変申し訳ないと思いますが、次回以降、何らかのかたちでもし時間があればまたやりた

いと思います。そんなことで、第 9回の有識者会議は閉じたいと思います。どうも長時間ありがとうご
ざいました。


